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１． １４年３月期の連結業績（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 
(1)連結経営成績                                （百万円未満切捨て） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

                 百万円        ％          百万円          ％                  百万円          ％ 

14 年 3月期 
13 年 3月期 

          943,540      3.9  
908,528      9.5 

          49,015     29.7 
          37,805     14.4 

            56,217       26.8 
            44,322        7.6 

 

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

株主資本当 

期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

                百万円      ％          円 銭          円 銭         ％          ％          ％ 

14 年 3月期 
13 年 3月期 

          31,442     － 
        △11,547     － 

       48.38 
     △17.77 

          － 
          － 

      8.5 
    △3.0 

      6.7 
      5.4 

      6.0 
      4.9 

(注) ①持分法投資損益     14年 3月期   3,713百万円  13 年 3月期   4,617百万円 
     ②期中平均株式数(連結) 14年 3月期 649,947,682 株   13年 3月期  649,683,514株  
   ③会計処理の方法の変更    無 
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
  
(2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 
14 年 3月期 
13 年 3月期 

    840,152 
    828,945 

       381,017 
       361,771 

         45.4 
         43.6 

        586.30 
        556.59 

(注) 期末発行済株式数(連結) 14年 3月期 649,873,130 株    13 年 3月期 649,977,449株 
 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

14 年 3月期 
13 年 3月期 

       58,306 
       37,955 

     △36,812 
     △23,360 

     △26,376 
     △20,205 

       56,550 
       59,389 

 
 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数  ９０社   持分法適用非連結子会社数 ６社  持分法適用関連会社数  ２３社 
 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)   ２社 (除外) ２社    持分法 (新規) ０社 (除外) ２社 
 
 
２．１５年３月期の連結業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日) 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

中 間 期 
通    期 

       490,000 
       990,000 

      22,000 
      59,000 

      12,000 
      32,000 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  ４９円２４銭 
 
※上記の予想は本資料の発表日現在における将来の見通し、計画のもととなる前提、予測を含んで記載してお
ります。実際の業績は、今後様々な要因によって上記予想とは大きく異なる結果となる可能性があります。 

 なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の９ページを参照して下さい。 
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１．企業集団の状況 
 

 

 当社グループ（味の素株式会社（以下「当社」という）及び当社の関係会社）は、当社、子会社127社

及び関連会社35社より構成され、調味料、油脂、加工食品、飲料・乳製品、医薬品・アミノ酸・化成品

の製造及び販売、さらにその他の事業活動を行っております。 

 当社グループの当該事業における位置づけは次のとおりです。 

事業区分 製品区分 主要な会社 

調味料 
（26社) 

（国内） 
味の素パッケージング㈱、新日本コンマース㈱ 他３社 
（海外） 
タイ味の素㈱、マレーシア味の素㈱、ペルー味の素㈱、味の素イン
テルアメリカーナ㈲、アジネックスインターナショナル㈱、インド
ネシア味の素㈱、フィリピン味の素㈱、シンガポール味の素㈱ 他
13社 

油脂 
（３社） 

（国内） 
味の素製油㈱ 他２社 

加工食品 
（35社） 

（国内） 
クノール食品㈱、味の素冷凍食品㈱、デリカエース㈱ 他14社 
（海外） 
タイ味の素冷凍食品㈱、タイ味の素ベタグロ冷凍食品㈱、連雲港味
の素如意食品㈲、シーピーシー／アジ（タイランド）㈱、日清味の
素アリメントス㈲ 他13社 

食品 
（69社） 

飲料・乳製品 
（５社） 

（国内） 
味の素ゼネラルフーヅ㈱、カルピス㈱、カルピス味の素ダノン㈱ 
（海外） 
タイ味の素カルピスビバレッジ㈱ 他１社 

ファイン 
（36社） 

医薬・アミノ酸・
化成品 
（36社） 

（国内） 
味の素ファルマ㈱、㈱味の素タカラコーポレーション、味の素ファ
インテクノ㈱ 他４社 
（海外） 
アメリカ味の素㈱、オムニケム㈱、味の素ユーロリジン㈱、味の素
ハートランド㈱、味の素ユーロ・アスパルテーム㈱、欧州味の素販
売㈲、フォーラム（ホールディング）㈱、ブリタニア・ファーマ
シューチカル㈱、スイス味の素㈱ 他20社 

包材 
（４社） 

（国内） 
㈱エースパッケージ 
（海外） 
フジエース㈱ 他２社 

物流 
（12社） 

（国内） 
味の素物流㈱ 他10社 

（海外） 

エービーロジスティックス（タイランド）㈱ 

その他 
（57社） 

サービス他 
（41社） 

（国内） 
㈱味の素コミュニケーションズ、味の素システムテクノ㈱、味の素
エンジニアリング㈱、日本チャールス・リバー㈱ 他13社 
（海外） 
㈱味の素-ジェネチカ・リサーチ・インスティチュート 他23社 

  

なお、概要図は次のとおりです。 
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概  要  図 
  海  外   国  内  

(調味料事業(製造・販売） １３社） 

タ イ 味 の 素 ㈱ 

味の素インテルアメリカーナ㈲ 

ペ ル ー 味 の 素 ㈱ 

マ レ ー シ ア 味 の 素 ㈱ 

アジネックスインターナショナル㈱ 

フ ィ リ ピ ン 味 の 素 ㈱ 

イ ン ド ネ シ ア 味 の 素 ㈱ 

他 ６社 

(調味料 (販売）事業 ８社） 

シ ン ガ ポ ー ル 味 の 素 ㈱ 

他 ７社 

(飲料事業 ２社） 

タイ味の素カルピスビバレッジ㈱ 

他 １社 

(加工食品事業 １８社） 

シーピーシー／アジ（タイランド）㈱※ 

日 清 味 の 素 ア リ メ ン ト ス                ㈲※ 

            他１１社 

連 雲 港 味 の 素 如 意 食 品 ㈲ 

タ イ 味 の 素 冷 凍 食 品 ㈱ 

タイ味の素ベタグロ冷凍食品
 

㈱※ 

           他 ２社 

(アミノ酸事業(製造・販売） １０社）

ア メ リ カ 味 の 素 ㈱ 

オ ム ニ ケ ム ㈱ 

味 の 素 ユ ー ロ リ ジ ン ㈱ 

味 の 素 ハ ー ト ラ ン ド ㈱ 

味 の 素ユ ー ロ ・ア ス パ ル テー ム ㈱ 

他 ５社 

(医薬・アミノ酸(販売)・化成品事業 １９社) 

欧 州 味 の 素 販 売 ㈲ 

フォーラム（ホールディング)㈱ 

ブリタニア・ファーマシューチカル㈱ 

ス イ ス 味 の 素 ㈱ 

他１５社 

（サービス他事業 ２４社） 
㈱味の素―ジェネチカ・リサーチ・インスティチュート                  

           他２３社 

(調味料事業 ５社） 

調味料   味の素パッケージング㈱ 

他 ２社 
 

販 売   新 日 本 コ ン マ ー ス ㈱ 

他 １社 

(油脂事業 ３社) 

油 脂  味 の 素 製 油 ㈱ 

他 ２社 

(加工食品事業 １７社) 
 

加工食品 ク ノ ー ル 食 品 ㈱ 

他 ４社 

 
冷凍食品 味 の 素 冷 凍 食 品 ㈱ 

他 ３社 

その他食品 

 デ リ カ エ ー ス ㈱ 

他 ７社 

(飲料・乳製品事業 ３社) 

飲 料  カ ル ピ ス ㈱  ※ 

味の素ゼネラルフーヅ
 

㈱※ 

カルピス味の素ダノン㈱※ 

無印 連結子会社 

※印 持分法適用会社 

(医薬・アミノ酸・化成品事業 ７社) 
 

医 薬  味 の 素 フ ァ ル マ ㈱ 

他 ２社 

化成品他 味の素ファインテクノ㈱ 

他 ２社 

販 売 

㈱味の素タカラコーポレーション 

(包材・物流事業 １２社) 

包 材  ㈱ エ ー ス パ ッ ケ ー ジ 

 
 

物 流  味 の 素 物 流 ㈱ 

 

他１０社 

(サービス他事業 １７社) 

㈱味の素コミュニケーションズ 
味の素システムテクノ㈱ 
味の素エンジニアリング㈱ 
日本チャールス・リバー㈱※ 

他 １３社 

 
 
 
 

味 
 

の 
 

素 
 

㈱ 

製品の供給 

原材料の供給

製品の包装・供給 

製品の販売 

製品の供給 

製品の供給 

製
品
の
供
給 

製品の供給 

原材料の供給 

製品の供給 

原材料の供給 

原材料の供給 

製品・原材料 
の供給 

製品の供給 

製品の供給 

製品の供給 

製品・原材料 
の供給 

製品の販売 

原材料の供給 

製品の物流 

 

情報処理・販売促進・
流通等のサービス等 

食

品 
フ
ァ
イ
ン 

そ

の
他 

フ ジ エ ー ス ㈱                  
           他 ３社 

（包材・物流事業 ４社） 
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２．経営方針 

 

１．経営の基本方針 

 

 当社は、１９０９年に、世界で初めてうま味調味料「味の素」を発売して以来、９０年以上

にわたって、常に「新しい価値を創造する」姿勢を貫き、食の世界を深く耕してきました。また、

各種アミノ酸への理解を深め、食の世界から健康や医療の世界へとその事業を展開してまいりま

した。私たちは、これまで培ったものに新たな創造を加え、これからも“食”と“健康”を追求

し、独自技術に立脚した存在価値のある製品や事業を通して、世界の人々の未来に貢献してまい

ります。 

 

味の素グループ理念味の素グループ理念味の素グループ理念味の素グループ理念    

「私たちは、地球「私たちは、地球「私たちは、地球「私たちは、地球的な視野にたち、“食”と“健康”、そして明日のよりよい生活に貢献します。」的な視野にたち、“食”と“健康”、そして明日のよりよい生活に貢献します。」的な視野にたち、“食”と“健康”、そして明日のよりよい生活に貢献します。」的な視野にたち、“食”と“健康”、そして明日のよりよい生活に貢献します。」 

 

味の素グループ経営基本方針味の素グループ経営基本方針味の素グループ経営基本方針味の素グループ経営基本方針    

【事業目標】   

  食関連事業、アミノ酸を中心としたファインケミカル事業・医薬品事業を経営の柱として、地

球上の人々に貢献する世界企業をめざします。 

【事業姿勢】   

  つねに “お客様第一”を心がけ、豊かな創造性とすぐれた技術により、安全で高品質な商品・

サービスを提供します。 

【経営姿勢】   

  お客様、株主、地域社会、取引先、社員等全ての利害関係者を尊重し、簡明・迅速な意思決定

と公正で透明性の高い経営を行うとともに、株主への適正な利潤の還元と永続的な企業価値の増

大を図ります。 

【社会的役割】   

  良き企業市民として責任を自覚し、社会との調和をはかり、その発展に貢献します。 

【企業風土】   

  一人ひとりが、自らを高め、創造的で自由闊達な、活力ある集団をめざします。 

 

２．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

 

当社は、既存株主の皆様のほか、より多くの個人投資家の皆様にも当社への投資に魅力を感じ、

株主となっていただくため、昨年度から株主優待制度を新設いたしました。取引単位の引下げに

つきましては、株主優待制度の成果、株価や株主数の推移、株式の需給関係、商法改正の動向な

どの諸事情を見極めたうえで実施するか否か等の判断をすべく、引き続き検討を続けてまいりま

す。 
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３．目標とする経営指標 

 

  ２００２年４月から０２／０４ 三ヵ年計画をスタートさせ、「４．会社が対処すべき課題」

に述べる５つの経営戦略を策定、推進しております。また、０２／０４ 三ヵ年計画終了時点で

ある２００４年度決算時においては、売上高１兆１,０００億円以上、営業利益７５０億円以上、

当期純利益４５０億円以上、ＲＯＥ（株主資本当期純利益率）１０％以上を達成することを具体

的な数値目標としております。 

 

４．会社が対処すべき課題 

当社は、「食品・アミノ酸系の日本から出発した世界企業」と自らを位置づけ、グループ一体

となって新しい価値の創出に努めてまいりました。この度、世の中に貢献し、人々に価値を認め

られない企業は、もはや世界に通用しないとの認識に立ち、「世界の人々に信頼される、個性あ

る企業」として、真の世界企業となるべく、２００２年４月から０２／０４ 三ヵ年計画をスタ

ートさせ、次の５つの経営戦略をうち立てました。真の“世界企業”の仲間入りをすべく、この

５つの経営戦略を推進します。 

 

①  成長分野での事業拡大 

今後成長が見込まれる市場のうち、当社の技術、ブランド等の強みが最大限に活かせる分

野にターゲットを絞り、グループの総力を挙げて取り組みます。具体的な取り組み内容は、

次の通りです。 

一番目は「健康栄養領域への積極的事業展開」です。現在、アミノ酸スポーツサプリメン

ト「アミノバイタル」のヒット等、当分野において一定の成果を収めておりますが、これに

続く製品や事業を開発すべく、健康事業開発部、健康基盤研究所を設置し、世界市場に通用

する科学的に有用性が明確な素材の創出、事業展開のスピードアップをめざしております。

二番目は「海外でのリテール事業拡大」です。当社がブランド力、製品開発で強みを持つ調

味料・加工食品分野をはじめとする収益性の高いリテール事業を、成長する東南アジア、ラ

テンアメリカ、中国を中心に拡大してまいります。三番目は「グローバル素材事業の強化・

拡大」です。飼料用アミノ酸、うま味調味料「味の素」、核酸、医薬用アミノ酸、アミノ酸系

甘味料アスパルテームといった、世界市場に展開しているアミノ酸を中心とする素材事業に

対し、今後も経営資源を投入し、既に世界Ｎo.1 シェアの事業についても、さらに“ストロン

グＮo.1”に拡大・強化します。四番目は「医薬事業の重点化」です。順調な成長を続ける医

薬事業について、臨床栄養医薬品、消化器、生活習慣病分野を重点分野として取り組みを深

めるとともに、当社のコア技術であるアミノ酸関連技術を基盤とした新薬開発を進め、さら

なる成長を図ります。五番目は「Ｍ＆Ａ、アライアンスの推進」です。既に昨年１２月に専

任のコーポレート戦略チームを設置し多面的な視点で戦略を練っております。 

 

② 高収益構造への転換 

  国内食品事業については、事業戦略の抜本的見直し等も含め、一層の強化とコストダウンを

徹底し、現在Ｎo.1 でない事業を、早期にＮo.1 にすることをめざします。既に油脂事業につ

いては、本年４月に発足した株式会社豊年味の素製油に吉原製油株式会社が参加する予定であ

り、Ｎo.1 の製油会社を作りつつあります。また、アミノ酸を中心とするグローバル素材事業
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については、発酵技術の革新や生産立地の最適化による世界一のコスト競争力をめざしてまい

ります。 

 

③ コーポレートガバナンスの強化 

  本年４月から、迅速な経営意思決定と利益を重視した競争力ある事業運営の実現を目的とし

て、社内カンパニー制を導入しました。これにともない、グループの運営を、調味料・食品カ

ンパニー、海外食品・アミノ酸カンパニー、医薬カンパニーの３つのカンパニーと、１つの分

社（味の素冷凍食品株式会社）、４つの提携企業（味の素ゼネラルフーヅ株式会社、カルピス

株式会社、カルピス味の素ダノン株式会社、株式会社豊年味の素製油）およびコーポレート部

門で運営しております。 

 

④ 世界に通じる人材の育成 

  グローバルな事業展開を支える人材を確保するため、複線型人事体系を導入し、人材採用を

より柔軟に行える体制をとります。また、成果をあげた人が十分報われる成果主義を強化し、

国籍や性別を問わず、グループに貢献した人が報われる仕組みをめざします。さらに、グルー

プ全体でグローバルに人材を育成するための本格的な研修センターをつくります。 

 

⑤ 良き企業市民としての社会との共生 

  食品メーカーの基本である品質管理を、システムとして一層徹底・強化するとともに、グル

ープ横断の品質監査を実施します。また、環境方針をグループ全体に、グローバルに徹底し、

環境問題に積極的に対応します。さらに、企業姿勢・理念の発信や社会貢献活動を通じ、社会

とのコミュニケーションを推進してまいります。 
 
 
５．経営管理組織の整備等（コーポレート・ガバナンスの充実）に関する施策 
 
  本年４月から社内カンパニー制を導入しました。この制度の目的は、迅速な経営意思決定と利

益を重視した競争力ある事業運営の実現です。具体的には、縦型事業運営により研究・開発、生

産、マーケティング、販売を一括管理する体制を組むと同時に、カンパニーレベルで迅速な経営

意思決定を行うための責任と権限の明確化を行います。また、グループ全体の経営戦略策定と事

業運営をより適切かつスピーディーに行うため、コーポレート部門の再構築を進めています。 
 なお、遵法経営を一層推進するとともに、商法改正の動向を睨みながら、経営、監査体制の強

化を検討してまいります。 
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３．経営成績及び財政状態 

Ⅰ．経営成績 
 
１．当期の概況 
                                 （億円） 

  売上高   営業利益   経常利益  当期純利益 

平成１４年３月期 9,435     490     562     314 

平成１３年３月期 9,085     378     443   △ 115 

前期比 103.9%   129.7%   126.8%  － 

 
 
当期の業績全般の概況 
  
 当期におけるわが国経済は、景気の悪化傾向を脱することができず、企業の設備投資は減少し、

個人消費も力強さを欠きました。食品業界におきましては、ＢＳＥ（いわゆる狂牛病）問題の発

生、表示に関する社会問題の広がりに加え、小売業界における相次ぐ経営破綻、低価格化傾向の

継続など、厳しい状況が続きました。世界経済においても、アメリカ経済の減速、同時多発テロ

の発生などにより、全般的に先行きが不透明でした。 

 このような環境にありまして、国内の売上げについては、食品事業の売上げが前期を若干下回

ったものの、医薬品、アミノ酸スポーツサプリメント「アミノバイタル」を始めとするファイン

事業の売上げが順調に推移しました。海外の売上げについては、食品事業の売上げがアジアを中

心に伸長し、飼料用アミノ酸の売上げが、欧州をはじめ、各地域で好調でした。以上の結果、当

期の連結売上高は、前期を３５０億円上回る９，４３５億円（前期比１０３．９%）、同経常利益

は前期を１１８億円上回る５６２億円（前期比１２６．８%）、当期純利益は３１４億円となりま

した。 

  

なお、当期の配当金は、１株当たり１０円（うち中間配当金５円）を予定しています。 

 
当期のセグメント別の概況 
                                                                        （億円） 

 売上高 前期増減 前期比 営業利益 前期増減 前期比 

食品  6,362 ＋142   102.3% 214    △21   90.9% 

ファイン  2,157  ＋272    114.5%  224   ＋114  204.5% 

その他    916   △64     93.4%   48    ＋14  141.8% 

 

（１） 食品事業 

 食品事業の売上高は、前期を１４２億円上回る６，３６２億円（前期比１０２．３%）、営業利

益は、前期を２１億円下回る２１４億円（前期比９０．９%）となりました。競争激化のなか、

売上高は販促活動の成果により前期を上回りましたが、営業利益は前期を下回りました。 
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① 日本 

＜調味料＞ 調味料事業につきましては、家庭用は、「ほんだし」が低価格化傾向に歯止め

がかかったものの減収となり、「
クックドゥ

Cook Do」は新広告コンセプト“中華団欒
だんらん

”の成功とメニ

ュー拡大により増収となりました。業務用は、外食市場向け「味の素」「うま味だし・ハイ

ミー」が前期におよばなかったものの、全体としては増収となりました。食品加工業向け

天然系調味料は減収となりました。 
＜加工食品＞ 加工食品事業につきましては、スープ類は、スープの基本価値を訴求した

製品改訂、新品種投入と新領域商品「クノール スープパスタ」の発売により、増収とな

りました。マヨネーズ類は、家庭用の主要製品に、品質保全機能の高い“フレッシュキー

プボトル”を導入するなど、製品の信頼性向上を図りました。ケロッグ製品は、消費者の

年齢層に対応したきめ細かなマーケティングを行い、前期並みの実績を確保しました。冷

凍パン生地は、引き続き増収となりました。 
＜冷凍食品＞ 家庭用が主力商品のギョーザ類や“エビシューマイ”が伸長したことや、

「カップに入ったごはんがススムくん」シリーズ等の新商品の貢献により、増収となりま

した。業務用は、市場低迷の影響を受け、減収となりました。 
＜油脂＞ 油脂事業につきましては、食用油は、特定保健用食品の許可を受けた「健康サ

ララ」の伸長があったものの、家庭用、業務用ともに価格下落の影響を受け、減収となり

ました。ミール類は、円安効果による市場価格上昇の影響により増収となりました。 
＜コーヒー類＞ 「ブレンディ」ボトルコーヒーをはじめとする液体コーヒーの伸長に加

え、レギュラーコーヒーが好調であったことにより、増収となりました。 
＜カルピス㈱製品＞ カルピス酸乳「アミールＳ」が健康志向ニーズを受け好調だったほ

か「カルピスウォーター」「エビアン」も伸長し、増収となりました。 
＜チルド乳製品＞ 「ダノン フルーツセレクション」「ダノンヨーグルト」が好調だった

ことにより、増収となりました。 
 
②アジア 

＜調味料＞ 消費者・一般外食向けの「味の素」および風味・混合調味料の売上げが各国で前期

を上回り、加工ユーザー向けの「味の素」も伸長しました。全体として増収となりました。 

 

③米州 

＜調味料＞ 消費者・一般外食向けの「味の素」および風味・混合調味料が、北米、南米ともに

売上げを伸ばし、加工ユーザー向けの「味の素」は、為替の円安傾向の寄与もあり、北米、南米

ともに前期を上回りました。全体として増収となりました。 

 

④欧州 

＜調味料＞ 消費者・一般外食向けの「味の素」および加工ユーザー向けの「味の素」が大きく

売上げを伸ばし、全体として増収となりました。 
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（２）ファイン事業 
 ファイン事業の売上高は、前期を２７２億円上回る２，１５７億円（前期比１１４．５%）と

なり、営業利益は、前期を１１４億円上回る２２４億円（前期比２０４．５%）となりました。

飼料用アミノ酸は、米州、欧州ともに売上げを伸ばし、国内のアミノ酸スポーツサプリメント「ア

ミノバイタル」も大きく伸長しました。営業利益は、飼料用アミノ酸が市況の好転と為替の円安

メリットを受けたこと等により大幅に増加しました。 

 
①日本 
＜医薬品＞ 糖尿病用剤原末ナテグリニドおよび同製剤「ファスティック」が大幅に伸長

したことに加え、肝疾患用分岐鎖アミノ酸製剤「リーバクト」が引き続き売上げを伸ばし、

大幅な増収となりました。 
＜医薬用アミノ酸＞ 国内での販売数量の伸長等により、増収となりました。 
＜医薬中間体＞ 抗ウィルス剤用販売の伸長により、大幅な増収となりました。 
＜アミノ酸スポーツサプリメント＞ 「アミノバイタル」は、積極的な販促活動に加え、

各種メディアにて紹介されたこともあり、引き続き大幅な増収となりました。 
＜アミノ酸系甘味料＞ アスパルテームは、国内の「パルスイート」が伸長したものの、

全体としては減収となりました。 
＜化成品＞ コンピュータ処理装置用の多層間絶縁フィルムや液晶ディスプレイ用電子材

料が引き続き大幅に伸長し、増収となりました。 
  

②アジア 

＜飼料用アミノ酸＞ 販売価格の上昇、販売数量の増加等により、増収となりました。 

 

③米州 

＜飼料用アミノ酸＞ 販売価格の上昇、販売数量の増加、為替の円安傾向により、増収となりま

した。 

＜医薬用アミノ酸＞ 為替の円安傾向が寄与し、増収となりました。 

＜アミノ酸系甘味料＞ 大手需要家への拡売等により、増収となりました。 

  

④欧州 

＜飼料用アミノ酸＞ 販売価格の上昇、為替の円安傾向により、増収となりました。 

＜医薬用アミノ酸＞ 販売好調に加え、為替の円安傾向が寄与し、増収となりました。 

＜医薬中間体＞ 主力製品群の好調により、増収となりました。 

＜アミノ酸系甘味料＞ 競争激化による販売価格下落等により、減収となりました。 

 

(３)その他 

 その他事業の売上高は、前期を６４億円下回る９１６億円（前期比９３．４%）、営業利益は、

前期を１４億円上回る４８億円（前期比１４１．８%）となりました。 

 

①日本 

 「味液」は、わずかに減収となりました。蛋白質改質酵素（トランスグルタミナーゼ）「ア
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クティバ」は、着実に用途が拡大しており、増収となりました。 

 

 ２．次期の見通し 
 
                                                                       （億円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
平成 15年 3月期   9,900    540    590     320 

平成 14 年 3月期   9,435    490    562     314 

前期比   104.9%   110.2%   105.0%    101.8% 

 

 わが国経済は、依然として雇用環境、個人所得が回復の傾向を示さず、当社を取り巻く企業環

境は、引き続き厳しいものと予想されます。 

 こうした環境下、国内食品事業につきましては、消費者ニーズに対応した新製品の発売による 

拡売が見込まれ、国内ファイン事業につきましては、アミノ酸スポーツサプリメント「アミノバ 

イタル」が消費者の健康志向に牽引され、引き続き好調に推移するものと思われます。また、医 

薬事業においては、糖尿病用剤および同原末等の拡売が見込まれるとともに、カンパニーとして 

機動的に販売戦略を構築することが期待できます。また、飼料用アミノ酸も市場の伸びに対応し 

た販売戦略を策定しております。 

 

以上により、次期の売上高は前期比４．９%増の９，９００億円、経常利益は前期比５．０%

増の５９０億円、当期純利益は前期比１．８%増の３２０億円を見込んでおります。 

 

 なお、次期為替レートは、１３０円／１US$で設定しています。 

 

Ⅱ．財政状態 
   

当期の 連結キャッ シ ュ・フローの 状況  

 

  

（億円） 

 平成14年3月期 平成13年3月期 差額 

営業活動に よ る キャッ シ ュ･フロー 583  379  203  

投資活動に よ る キャッ シ ュ･フロー △  368  △  233   △  134  

財務活動に よ る キャッ シ ュ･フロー △  263  △  202  △   61  

現金及び 現金同等物に 係る 換算差額 18  22  △    3  

現金及び 現金同等物の 増減額 △   29  △   34  4  

現金及び 現金同等物の 期末残高 565  593  △   28  

 
 営業活動によるキャッシュ・フローは前年同期に比べ 203 億円増加し、583 億円のプラス

となりました。これは主として、当期純利益の増加と運転資金増加の抑制等があったこと

によるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは前年同期に比べ 134 億円減少し、368 億円のマイナ

スとなりました。これは海外関係会社株式等の追加取得による支出が減少する一方、 
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投資有価証券および土地等の売却による収入が大きく減少したことによるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは前年に引き続き有利子負債の削減につとめた結果、

前年同期に比べ 61億円減少し、263 億円のマイナスとなりました。 
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４．連結財務諸表等４．連結財務諸表等４．連結財務諸表等４．連結財務諸表等 

連 結 貸 借 対 照 表 
 

 
                                                                             （百万円未満切捨て） 

 

 
１４年３月期 

(平成14年3月31日現在) 

１３年３月期 

(平成13年3月31日現在) 

増   減 

 

 

 

 

  （資 産 の 部              ）    ８４０,１５２ 100.0  ８２８,９４５ 100.0     １１,２０７ 
 

 

Ⅰ 流 動 資 産                       ３５７,４３６  42.5    ３４３,８１４  41.5     １３,６２２ 

 

 

  現 金 及 び 預 金 

  受 取 手 形 及 び 売 掛 金 

  有 価 証 券                         

  た な 卸 資 産                         

  繰 延 税 金 資 産                         

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金                         

 

Ⅱ 固 定 資 産                   

     ５４,５１１ 

   １６８,６８１ 

       ２,４７３ 

   １０４,００８ 

       ８,３０２ 

     ２０,１２３ 

 △      ６６３ 

 

   ４８２,７１５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 57.5 

     ５８,２４１ 

   １５９,７９５ 

      ２,６１７ 

     ９６,４４９ 

       ７,９５２ 

     ２１,１３６ 

 △    ２,３７９ 

 

   ４８５,１３０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 58.5 

 △     ３,７３０ 

        ８,８８５ 

 △      １４４ 

        ７,５５９ 

       ３４９ 

 △    １,０１３ 

        １,７１５ 

 

 △    ２,４１５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有 形 固 定 資 産                    ２９３,４１４ 

 

 34.9    ２８４,１５６  34.2        ９,２５８ 

 

 

  建 物 及 び 構 築 物 

 機 械 装 置 及 び 運 搬 具 

  工 具 、 器 具 及 び 備 品 

  減 価 償 却 累 計 額                         

 土 地                         

  建 設 仮 勘 定                         

 

無 形 固 定 資 産                 

   ２３４,３１４ 

   ３８６,６６３ 

   ４０,０９８ 

 △４５１,５９４ 

     ６５,７１７ 

     １８,２１５ 

 

     ３５,１８０ 

 

 

 

 

 

 

 

  4.2 

   ２２４,７２８ 

   ３６４,７６４ 

     ４０,６５９ 

 △４２２,５０９ 

     ６５,２９０ 

     １１,２２３ 

 

     ３７,８１４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  4.6 

     ９,５８６ 

     ２１,８９８ 

 △        ５６０ 

 △   ２９,０８４ 

       ４２６ 

   ６,９９１ 

 

 △   ２,６３４ 

 

 

 

 

 

 

 

  連 結 調 整 勘 定                         

  そ の 他 

 

投資その他の            資産 

     １７,２０１ 

     １７,９７９ 

 

  １５４,１２１ 

 

 

 

 18.4 

     １９,８９８ 

     １７,９１５ 

 

 １６３,１５９ 

 
 
 
 

 19.7 

 △    ２,６９７ 

             ６３ 

 

 △   ９,０３８ 

 

 

 

 

  投 資 有 価 証 券                         

  長 期 貸 付 金                         

  繰 延 税 金 資 産                         

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金                         

   １１３,９３８ 

         ４７７ 

     ２８,４３８ 

     １３,２３５ 

 △    １,９６８ 

 

 

 

 

 

   １３５,７１０ 

          ３８２ 

     １７,３２７ 

     １０,７００ 

 △       ９６１ 

 

 

 

 

 

 △  ２１,７７１ 

         ９４ 

      １１,１１１ 

       ２,５３４ 

 △     １,００６ 

 

 

 

 

 

 

       合     計    ８４０,１５２ 100.0    ８２８,９４５ 100.0       １１,２０７ 
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                                                                            （百万円未満切捨て） 

 

 

 

１４年３月期 

(平成14年3月31日現在) 

１３年３月期 

(平成13年3月31日現在) 

増   減 

 

 

 

 

 

  （負 債 の 部              ）  ４３５,９７４ 51.9  ４４８,７９９  54.2  △  １２,８２５ 
 

 

Ⅰ 流 動 負 債                      ２６６,２５８ 31.7   ２７２,５７４  32.9  △     ６,３１５ 

 

 

  支 払 手 形 及 び 買 掛 金 

  短 期 借 入 金                         

  未 払 法 人 税 等                         

 コマーシャルペーパー 

 そ の 他 

 

Ⅱ 固 定 負 債                   

   １０５,４１０ 

     ６１,５９４ 

     １４,７８５ 

   １８,０００ 

     ６６,４６８ 

 

  １６９,７１５ 

 

 

 

 

 
 

 

 

20.2 

   １０５,４７５ 

     ６１,３７５ 

   １４,０６６ 

            － 

     ９１,６５８ 

 

 １７６,２２４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 21.3 

 △        ６４ 

      ２１９ 

        ７１９ 

      １８,０００ 

 △  ２５,１８９ 

 

 △     ６,５０９ 

 

 

 

 

 

 

  社          債 

 長 期 借 入 金                         

繰 延 税 金 負 債                         

 退 職 給 付 引 当 金             

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

  そ の 他 

 

     ６０,０００ 

     １５,２３８ 

      ３,１５８ 

     ７０,６７２ 

     １,４４９ 

   １９,１９６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ６０,０００ 

     ２２,６０７ 

      ５,２７１ 

     ７０,６８７ 

   １,７５４ 

   １５,９０４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

        － 

△   ７,３６８ 

△     ２,１１３ 

 △      １４ 

 △    ３０５ 

      ３,２９２ 

 

 

 

 

 

 

  （少数株主持分              ）      ２３,１６０ 2.7      １８,３７４   2.2       ４,７８６ 
 

 

    （資 本 の 部              ）    ３８１,０１７ 45.4    ３６１,７７１  43.6      １９,２４６ 
 

 

Ⅰ 資 本 金 

Ⅱ 資 本 準 備 金 

Ⅲ 連 結 剰 余 金 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 

Ⅴ 為 替 換 算 調 整 勘 定 

Ⅵ 自 己 株 式 

     ７９,８６３ 

   １１１,５７９ 

   ２２２,５６５ 

   ９,５８３ 

 △  ４２,４４１ 

 △     １３２ 

9.5 

13.3 

26.5 

1.1 

△5.0 

△0.0 

     ７９,８６３ 

   １１１,５７８ 

   １９８,２８２ 

 ２１,３１３ 

 △ ４９,２６２ 

 △       ４ 

  9.6 

 13.4 

 23.9 

  2.6 

△5.9 

△0.0 

               ０ 

               ０ 

      ２４,２８２ 

 △  １１,７３０ 

       ６,８２１ 

 △     １２８ 

 

 

 

 

 

 

 

    合   計    ８４０,１５２ 100.0   ８２８,９４５ 100.0      １１,２０７ 
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連 結 損 益 計 算 書 
 

                                                (百万円未満切捨て) 

期  別   
  
  科  目 

１４年３月期 
 

自 平成13年 4月 1日 
至 平成14年 3月31日 

 １３年３月期 
 

自 平成12年 4月 1日 
至 平成13年 3月31日 

増減 

Ⅰ売 上 高               ９４３,５４０ 100.0% ９０８,５２８ 100.0%  ３５,０１１ 

Ⅱ売 上 原 価               ６８０,００３ 72.1 ６６５,８５６ 73.3   １４,１４７ 

売 上 総 利 益               ２６３,５３６ 27.9 ２４２,６７２ 26.7 ２０,８６３ 

Ⅲ販 売 費 及 び 一 般 管 理 費               ２１４,５２１ 22.7 ２０４,８６７ 22.6 ９,６５３ 

営 業 利 益               ４９,０１５ 5.2 ３７,８０５ 4.1 １１,２０９ 

Ⅳ営 業 外 収 益               １７,４２３ 1.9 １４,９５８ 1.7 ２,４６５ 

受 取 利 息                １,４７８  １,６０１   △   １２３ 

受 取 配 当 金                ６２６  ７２８  △   １０１ 

持 分 法 に よ る 投 資 利 益                ３,７１３  ４,６１７  △    ９０３ 

そ の 他 １１,６０５  ８,０１０  ３,５９４ 

Ⅴ営 業 外 費 用               １０,２２０ 1.1 ８,４４１ 0.9 １,７７９ 

支 払 利 息                ４,６７５  ５,３９８  △     ７２２ 
そ の 他 ５,５４５  ３,０４２   ２,５０２ 

経 常 利 益               ５６,２１７ 6.0 ４４,３２２ 4.9 １１,８９５ 

Ⅵ特 別 利 益               ７,８７１ 0.8 １６,９４５ 1.9 △  ９,０７３ 

固 定 資 産 売 却 益              ２,４３３  ８,１７０  △  ５,７３６ 
投 資 有 価 証 券 売 却 益              ６９４  ６,７２９  △  ６,０３５ 
関 係 会 社 株 式 売 却 益              ７１  １８５  △    １１４ 
損 害 賠 償 金 受 入 額 ３,１７６  －  ３,１７６ 
そ の 他              １,４９５  １,８５９  △    ３６４ 

Ⅶ特 別 損 失               ５,６２５ 0.6 ７４,２６３ 8.2 △６８,６３７ 

退職給付会計基準変更時差異 －  ５２,６７０  △５２,６７０ 
固 定 資 産 除 却 損              ２,９４９  ３,６４１  △     ６９１ 
関 係 会 社 整 理 損              １１  １２,１６１  △１２,１４９ 
投 資 有 価 証 券 売 却 損              ４５２  ３０９  １４２ 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 ２３２  １,１７７  △     ９４４ 
課 徴 金              －  ２,６３６  △  ２,６３６ 
罰 科 金 ７２８  －  ７２８ 
そ の 他              １,２５０  １,６６６  △    ４１５ 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 － － １２,９９５ △1.4 △１２,９９５ 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ５８,４６４ 6.2 － － ５８,４６４ 

法人税、住民税及び事業税               ２６,４４８ 2.8 ２２,６８９ 2.5 ３,７５９ 

法 人 税 等 調 整 額               △３,０８９ △0.3 △２６,７９８ △2.9 ２３,７０９ 

少 数 株 主 損 益               ３,６６２ 0.4 ２,６６１ 0.3 １,００１ 

当 期 純 損 失               － － １１,５４７ △1.3 △１１,５４７ 

当 期 純 利 益 ３１,４４２ 3.3 － － ３１,４４２ 
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                                 連結剰余金計算書   

 
                                                                                                            

（百万円未満切捨て） 

 

  
科       目 

１４年３月期 

 (14 .3. 31 現在) 

１３年３月期 

    (13. 3. 31 現在) 

  
連 結 剰 余 金 期 首 残 高                                        １９８,２８２   ２１４,６７３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結子会社の増加による剰余金増加高                                       

連結子会社の減少による剰余金増加高                                       

持分法適用会社の増加による剰余金増加高 

持分法適用会社の減少による剰余金増加高 

連結子会社の決算期変更による剰余金増加高                    

持分法適用会社の決算期変更による剰余金増加高                    

連結子会社の合併による剰余金増加高                    

そ の 他 の 連 結 剰 余 金 増 加 高                                       

 

連結子会社の増加による剰余金減少高                                       

連結子会社の減少による剰余金減少高                                       

持分法適用会社の増加による剰余金減少高 

連結子会社の決算期変更による剰余金減少高                    

持分法適用会社の決算期変更による剰余金減少高                    

連結子会社の合併による剰余金減少高 

そ の 他 の 連 結 剰 余 金 減 少 高                                       

 

当 期 純 利 益                    

当 期 純 損 失                    

 

               １５ 

                 ０ 

                 － 

                 － 

              － 

           － 

               １９ 

           ３ 

 

             ３７３ 

                － 

                － 

                 － 

               － 

           ８０ 

         ６,７４３ 

 

     ３１,４４２ 

          － 

                 ２ 

                 － 

                 － 

                 － 

          １,３５１ 

      １,５０９ 

             ２０２ 

         ３４ 

 

             ４５３ 

               １５ 

               ２６ 

             ４９２ 

             ２４７ 

         － 

          ６,７０７ 

 

          － 

     １１,５４７ 

        

  

  
連 結 剰 余 金 期 末 残 高                                       ２２２,５６５ １９８,２８２ 
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連結キャッシュ・フロー計算書連結キャッシュ・フロー計算書連結キャッシュ・フロー計算書連結キャッシュ・フロー計算書    
                                         （百万円未満切捨て） 

                        期   別 
     科  目 

１４年３月期 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

１３年３月期 
自 平成12年4月 1日 
至 平成13年3月31日 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー   
１．税金等調整前当期純利益 58,464 － 
２．税金等調整前当期純損失 － 12,995 
３．減価償却費 37,222 38,640 
４．連結調整勘定償却額 2,790 4,415 
５．貸倒引当金の減少額及び増加額 △     733 913 
６．関係会社債務保証損失引当金の減少額 － △   1,167 
７．退職金引当金の減少額 － △  20,531 
８．退職給付引当金の減少額及び増加額 △      68 70,687 
９．役員退職慰労引当金の減少額及び増加額 △     305 406 
10．受取利息及び受取配当金 △   2,105 △   2,329 
11．支払利息 4,675 5,398 
12．持分法による投資損益 △   3,713 △   4,617 
13．投資有価証券等売却損益 △     242 △   6,953 
14．投資有価証券評価損益 232 1,177 
15．有形固定資産除売却損益 515 △   4,528 
16．関係会社整理損 － 12,161 
17．売上債権の増加額 △   6,655 △  33,764 
18．仕入債務の減少額及び増加額 △  1,951 18,805 
19．たな卸資産の増加額 △   4,965 △   3,196 
20．未払消費税等の減少額 △     431 △     199 
21．役員賞与の支払額 △     228 △     185 
22．損害賠償金受入額 △   3,176 － 
23．課徴金 － 2,636 
24．罰科金 728 － 
25．その他         1,380 △   3,492 

小計 81,433 61,279 
26．利息及び配当金の受取額 5,986 2,165 
27．利息の支払額 △   4,981 △   5,494 
28．損害賠償金の受取額 3,176 － 
29．課徴金の支払額 － △   2,636 
30．罰科金の支払額 △     728 － 
31. 法人税等の支払額 △ 26,579 △ 17,358 

営業活動によるキャッシュ・フロー 58,306 37,955 
Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー   
１．有価証券の取得及び売却 1,017 4,897 
２．有形固定資産の取得による支出 △  45,821 △  46,277 
３．有形固定資産の売却による収入 8,135 20,561 
４．無形固定資産取得による支出 △   3,564 △   1,867 
５．収用補償金等による収入 3,589 3,589 
６．投資有価証券の取得による支出 △     607 △   2,945 
７．投資有価証券の売却による収入 2,157 12,432 
８．関係会社整理に伴う立替支出 － － 
９．債務保証履行に伴う支出 － △   1,256 
10．連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 － △   9,555 
11．関係会社株式の取得による支出 △     418 △   3,089 
12．その他      △   1,298 152 

投資活動によるキャッシュ・フロー △  36,812 △  23,360 
Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー   
１．短期借入金の増加及び減少 21,667 △   6,357 
２．長期借入れによる収入 3,336 3,373 
３．長期借入金の返済による支出 △  16,572 △  10,053 
４．社債の償還による支出 △  28,303 － 
５．配当金の支払額 △   6,500 △   6,495 
６．少数株主への配当金支払額 △     654 △     467 
７．その他 650 △     205 

財務活動によるキャッシュ・フロー △   26,376 △   20,205 
Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 1,888 2,208 
Ⅴ．現金及び現金同等物の減少額 △   2,992 △   3,401 
Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 59,389 60,309 

連結の範囲の変更による期首残高増加額 154 1,260 
連結子会社の決算期の変更による期首残高増加額 － 1,220 

 59,543 62,791 
Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高 56,550 59,389 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項    

 

 

１． 連結の範囲 

 (１)連結子会社の数  ９０社 

   主要な連結子会社の名称 

     クノール食品㈱、味の素冷凍食品㈱、味の素製油㈱、味の素ファルマ㈱、タイ味の素㈱、 

     オムニケム㈱、味の素ユーロリジン㈱ 

   前連結会計年度まで非連結子会社であったアメリカ味の素冷凍食品㈱ほか１社を重要性を勘案 

   し連結の範囲に含めております。株式売却により、㈱エースカフェテリアを連結の範囲から除 

   外しております。合併に伴い、熊沢製油産業㈱を連結の範囲より除外しております。 

    

 (２)主要な非連結子会社の名称等 

   主要な非連結子会社 

     ㈱かつお技術研究所 

  （連結の範囲から除いた理由） 

   非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及 

   び剰余金（持分に見合う額）は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためで 

   あります。 

 

２． 持分法の適用の範囲 

 (１) 持分法適用の非連結子会社数   ６社 

    主要な会社名 

      シ アユタヤ リアル エステート㈱、エラワン インダストリアルディベロップメント㈱ 

 

(２) 持分法適用の関連会社数    ２３社 

主要な会社名 

  味の素ゼネラルフーヅ㈱、カルピス㈱、シーピーシー／アジ(タイランド)㈱ 

株式売却により、大里食品㈱、熊本デリカエース㈱を持分法適用より除外しております。 

(３) 持分法を適用していない主要な非連結子会社は、㈱かつお技術研究所であります。また、持

分法を適用していない主要な関連会社は、㈱ヤグチであります。これらの会社は、それぞれ

連結純損益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた

め持分法の適用の範囲から除外しております。 

(４) 持分法適用会社のうち、カルピス㈱ほか15社の決算日は12月31日であります。そのうち、

14 社は 3 月 31 日にて仮決算を行っております。仮決算を行わない会社については、連結財

務諸表の作成にあたっては同決算日現在の財務諸表を使用しており、連結決算日までの期間

に発生した重要な取引については連結上必要な調整を行っております。なお、当連結会計年

度より、持分法適用会社のうちシーピーシー／アジ（香港）㈱ほか3社につきましては9月

30日から12月31日に決算日を変更しております。 

 

３． 連結子会社の事業年度等 

    連結子会社のうち、ペルー味の素㈱ほか 10 社の決算日は 12 月 31 日であります。そのう    

ち、7 社は 3 月 31 日にて仮決算を行っております。仮決算を行わない会社については、    

連結財務諸表の作成にあたっては同決算日現在の財務諸表を使用しており、連結決    

算日までの期間に発生した重要な取引については連結上必要な調整を行っております。 
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４． 会計処理基準 

 (１) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

   １） 有価証券 

      その他有価証券 

       ・時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法 

                （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主として 

                 移動平均法により算定） 

       ・時価のないもの…主として移動平均法による原価法 

   ２） デリバティブ 

      時価法 

   ３） たな卸資産 

      親会社及び主な連結子会社は総平均法による低価法を採用しております。 

 

 (２) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   １） 有形固定資産 

      親会社及び国内連結子会社は主として定率法を採用しており、在外連結子会社は主とし 

て定額法を採用しております。ただし、親会社及び国内連結子会社は、平成10年4月1 

日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については定額法を採用しております。 

       なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

      建物及び構築物   ３～５０年 

      機械装置及び運搬具 ２～２０年 

 

   ２） 無形固定資産 

      定額法を採用しております。 

      なお、ソフトウェアについては親会社及び国内連結子会社における利用可能期間(5 年)

に基づく定額法によっております。 

 

 (３) 重要な引当金の計上基準 

   １） 貸倒引当金 

      債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権 

      等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま 

      す。 

    

２） 退職給付引当金 

      親会社及び主な国内連結子会社は従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

      過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として

１０年）による定額法により費用処理しております。 

      数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内 

      の一定の年数(主として１０年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理することとしております。 

 

   ３） 役員退職慰労引当金 

      役員退職慰労金の支給に備えるため、親会社及び国内連結子会社の一部は役員退職慰労 

金規程に基づく期末要支給額を計上しております。 
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 (４) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準 

    外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として 

処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債、収益及び費用は、決算日の直物為 

替相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘 

定に含めて計上しております。 

 

 (５) 重要なリース取引の処理方法 

    親会社及び国内連結子会社は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外 

    のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を 

    採用しております。一部の在外連結子会社は、当該国の会計原則に基づき、ファイナンス・ 

    リース契約によるリース資産を有形固定資産に計上しております。 

 

 (６) 消費税等の会計処理方法 

    親会社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理方法は税抜方式を採用してお 

    ります。 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

   連結調整勘定は原則として5年間で均等償却しております。なお、クノール食品㈱、オムニケ 

   ム㈱との間の連結調整勘定は、それぞれ25年、20年で均等償却を行っております。 

   また、金額が僅少な連結調整勘定は当該勘定が生じた期の損益として処理しております。 

 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

   連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分に基 

   づいて作成しております。 

 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   手許現金、要求払預金及び容易に換金可能であり、かつ、価格の変動について僅少なリスクし 

か負わない取得日から3ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高い短期的な投資からなってお 

ります。 
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５５５５....セグメント情報セグメント情報セグメント情報セグメント情報    
 

(1) 事業の種類別セグメント情報 

当連結会計年度（自平成１３年４月１日 至平成１４年３月３１日） 

（単位：百万円） 

 
食品 
 

ファイン 
 

その他 
 

計 
 

消去又は 
全  社 

 

連結 
 

Ⅰ．売上高及び営業損益       

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 636,201 215,708 91,629 943,540 － 943,540 

(2)セグメント間の内部売上高 10,677 2,786 69,325 82,789 (82,789) － 

計 646,879 218,495 160,955 1,026,330 (82,789) 943,540 

営業費用 625,393 196,004 156,128 977,525 (83,000) 894,525 

営業利益 21,485 22,491 4,827 48,804 210 49,015 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本
的支出 

      

資産 378,674 229,472 114,709 722,855 117,296 840,152 

減価償却費 19,748 15,759 2,705 38,213 (990) 37,222 

資本的支出 22,856 20,208 2,724 45,788 (511) 45,277 

 （注）１．事業区分は、製品の種類・性質の類似性をもとに区分しております。 

 （注）２．各事業区分の主要製品 

事業区分 主要製品 

食品 

クック   ドウ 

「味の素」、「うま味だし・ハイミー」、「ほんだし」、「Ｃｏｏｋ Ｄｏ」、油脂、植物蛋
白、スープ、マヨネーズ、冷凍食品、コーヒー、飲料、チルド乳製品 等 

ファイン 各種アミノ酸、アスパルテーム、医薬品、化成品 等 

その他 物流、各種サービス、食品流通 等 

 （注）３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及

び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び事業の用に供していない土地等であります。 

当連結会計年度    165,245 百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



20202020    
   

 

 

 

前連結会計年度（自平成１２年４月１日 至平成１３年３月３１日） 

（単位：百万円） 

 
食品 
 

ファイン 
 

その他 
 

計 
 

消去又は 
全  社 

 

連結 
 

Ⅰ．売上高及び営業損益       

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 622,001 188,421 98,106 908,528 － 908,528 

(2)セグメント間の内部売上高 11,618 2,050 62,618 76,287 (76,287) － 

計 633,620 190,472 160,724 984,816 (76,287) 908,528 

営業費用 609,991 179,474 157,318 946,784 (76,060) 870,723 

営業利益 23,629 10,998 3,405 38,032 (227) 37,805 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本
的支出 

      

資産 371,626 219,752 100,604 691,984 136,960 828,945 

減価償却費 19,433 17,732 2,456 39,621 (981) 38,640 

資本的支出 25,306 16,708 5,455 47,469 (555) 46,914 

 （注）１．事業区分は、製品の種類・性質の類似性をもとに区分しております。 

 （注）２．各事業区分の主要製品 

事業区分 主要製品 

食品 

クック   ドウ 

「味の素」、「うま味だし・ハイミー」、「ほんだし」、「Ｃｏｏｋ Ｄｏ」、油脂、植物蛋
白、スープ、マヨネーズ、冷凍食品、コーヒー、飲料、チルド乳製品 等 

ファイン 各種アミノ酸、アスパルテーム、医薬品、化成品 等 

その他 物流、各種サービス、食品流通 等 

 （注）３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及

び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び事業の用に供していない土地等であります。 

当連結会計年度    172,216百万円 
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(2) 所在地別セグメント情報 

当連結会計年度（自平成１３年４月１日 至平成１４年３月３１日） 

（単位：百万円） 

 
日本 
 

アジア 
 

米州 
 

欧州 
 

計 
 

消去又は
全社 

 

連結 
 

Ⅰ．売上高及び営業損益        

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 716,774 87,836 56,598 82,329 943,540 － 943,540 

(2)セグメント間の内部売上高 33,567 11,498 9,785 4,217 59,068 (59,068) － 

計 750,342 99,335 66,384 86,546 1,002,608 (59,068) 943,540 

営業費用 723,735 88,125 63,306 78,426 953,593 (59,068) 894,525 

営業利益 26,606 11,209 3,077 8,120 49,015 － 49,015 

Ⅱ．資産 508,701 72,034 58,645 61,753 701,135 139,017 840,152 

 （注）１．国又は地域区分は、地理的近接度により区分しております。 

 （注）２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア：東アジア及び東南アジア諸国 

米州 ：北米及び南米諸国 

欧州 ：ヨーロッパ諸国及びアフリカ諸国 

 （注）３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（165,245百万円）の主なものは、親会社での余資

運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び事業の用に供していない土地等

であります。 

 

前連結会計年度（自平成１２年４月１日 至平成１３年３月３１日） 

（単位：百万円） 

 
日本 
 

アジア 
 

米州 
 

欧州 
 

計 
 

消去又は
全社 

 

連結 
 

Ⅰ．売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 716,294 70,527 50,224 71,482 908,528 － 908,528 

(2）セグメント間の内部売上高 30,489 6,233 6,912 2,029 45,665 (45,665) － 

計 746,784 76,760 57,136 73,512 954,194 (45,665) 908,528 

営業費用 721,688 67,938 55,883 70,878 916,388 (45,665) 870,723 

営業利益 25,096 8,822 1,252 2,634 37,805 － 37,805 

Ⅱ．資産 515,798 59,540 48,740 54,285 678,364 150,580 828,945 

 （注）１．国又は地域区分は、地理的近接度により区分しております。 

 （注）２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア：東アジア及び東南アジア諸国 

米州 ：北米及び南米諸国 

欧州 ：ヨーロッパ諸国及びアフリカ諸国 

 （注）３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（172,216百万円）の主なものは、親会社での余資

運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び事業の用に供していない土地等

であります。 
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(3) 海外売上高 

当連結会計年度（自平成１３年４月１日 至平成１４年３月３１日） 

（単位：百万円） 

 アジア 米州 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高 97,863 63,161 82,744 243,769 

Ⅱ 連結売上高 － － － 943,540 

Ⅲ 連結売上高にしめる海外売
上高の割合（％） 

10.4 6.7 8.8 25.8 

 （注）１．国又は地域区分は、地理的近接度により区分しております。 

 （注）２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア：東アジア及び東南アジア諸国 

米州 ：北米及び南米諸国 

欧州 ：ヨーロッパ諸国及びアフリカ諸国 

 （注）３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

前連結会計年度（自平成１２年４月１日 至平成１３年３月３１日） 

（単位：百万円） 

 アジア 米州 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高 79,182 56,798 70,701 206,682 

Ⅱ 連結売上高 － － － 908,528 

Ⅲ 連結売上高にしめる海外売
上高の割合（％） 

8.7 6.3 7.8 22.8 

 （注）１．国又は地域区分は、地理的近接度により区分しております。 

 （注）２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア：東アジア及び東南アジア諸国 

米州 ：北米及び南米諸国 

欧州 ：ヨーロッパ諸国及びアフリカ諸国 

 （注）３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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（有価証券関係） 
 

（当連結会計年度）（平成14年３月31日現在） 

 
１．その他有価証券で時価のあるもの                      （単位：百万円） 

  取得原価 
連結貸借対照表 

計上額 差額 

(1)株式 33,048 52,615 19,567 

(2)債券    

①国債・地方債等 － － － 

②社債 1 1 － 

③その他 － － － 

(3)その他 － － － 

 

 

連結貸借対照表 

計上額が取得原価

を超えるもの 

小計 33,049 52,616 19,567 

(1)株式 15,157 11,818 △  3,338 

(2)債券    

①国債・地方債等 － － － 

②社債 3 2 0 

③その他 － － － 

(3)その他 355 335 △     19 

 

 

連結貸借対照表 

計上額が取得原価

を超えないもの 

小計 15,515 12,156 △  3,358 

合計 48,563 64,773 16,208 

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券       （単位：百万円） 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

2,976 694 452 

 

３．時価のない主な有価証券の内容             （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  
非上場株式（店頭売買株式を除く） 3,436 

非上場国内債券 103 

非上場外国債券 4,300 

証券投資信託 139 

中期国債ファンド 525 

割引債 － 

合計 8,504 

 

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（単位：百万円） 

  １年以内 １年超５年以内 

1. 債券   

(1)国債・地方債等 0 103 

(2)社債 2 － 

(3)その他 － － 

2. その他   

投資信託 － 298 

合  計 3 401 
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（前連結会計年度）（平成13年３月31日現在） 

 
１．その他有価証券で時価のあるもの                      （単位：百万円） 

  取得原価 
連結貸借対照表 

計上額 差額 

(1)株式 44,294 81,886 37,592 

(2)債券    

①国債・地方債等 － － － 

②社債 24 25 1 

③その他 － － － 

(3)その他 200 201 1 

 

 

連結貸借対照表 

計上額が取得原価

を超えるもの 

小計 44,518 82,112 37,594 

(1)株式 5,019 4,030 △    988 

(2)債券    

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3)その他 355 343 △     11 

 

 

連結貸借対照表 

計上額が取得原価

を超えないもの 

小計 5,374 4,374 △    999 

合計 49,892 86,486 36,594 

 

２．前連結会計年度中に売却したその他有価証券       （単位：百万円） 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

29,262 7,212 309 

 

３．時価のない主な有価証券の内容             （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  
非上場株式（店頭売買株式を除く） 3,316 

非上場国内債券 152 

非上場外国債券 4,300 

証券投資信託 159 

中期国債ファンド 473 

割引債 906 

合計 9,308 

 

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 

 
 １年以内 １年超５年以内 

1. 債券   

(1)国債・地方債等 － 152 

(2)社債 20 4 

(3)その他 － － 

2. その他   

投資信託 201 300 

合  計 222 456 
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（デリバティブ取引関係）  
 

（当連結会計年度） （平成14年3月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

１．通貨関連                              （単位：百万円） 

区分 種類 契約額等 うち１年超 時価 評価損益 

為替予約取引     
売建     
米ドル 879 － 885 △  5 
欧ユーロ 0 － 0 △  0 
独マルク － － － － 
日本円 235 － 235 △  0 

買建     
米ドル 913 － 950 36 
欧ユーロ 11 － 11 0 
日本円 32 － 32 △  0 

     
オプション取引     
買建     
コール     

市
場
取
引
以
外
の
取
引 

米ドル 
 

15 
 

－ 24 8 

合計 － － － 
30 

  （注）時価の算定方法 

(1)為替予約取引 

先物為替相場によっております。 

(2)通貨オプション取引 

主たる取引銀行から提示された価格によっております。 

 

２．金利関連                              （単位：百万円） 

区分 種類 契約額等 うち１年超 時価 評価損益 

金利スワップ取引     

変動受取・固定支払 － － － － 

固定受取・変動支払 － － － － 

通貨スワップ取引 
 

    

市
場
取
引
以
外
の
取
引 

変動受取・固定支払 462 － 432 △ 29 

合計 － － － △ 29 

（注）時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

 

３．商品関連                              （単位：百万円） 

区分 種類 契約額等 うち１年超 時価 評価損益 

商品先物取引     
市場取引 

買建 17 － 17 △  0 

合計 － － － △  0 

（注）時価の算定方法 

取引所の相場によっております。 
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（前連結会計年度） （平成13年3月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

１．通貨関連                              （単位：百万円） 

区分 種類 契約額等 うち１年超 時価 評価損益 

為替予約取引     
売建     
米ドル 6,968 － 7,030 △ 61 
欧ユーロ 634 － 611 23 
独マルク － － － － 
日本円 205 － 204 1 

買建     
米ドル 111 － 120 8 
欧ユーロ － － － － 
日本円 64 － 58 △  6 

     
オプション取引     
買建     
コール     

市
場
取
引
以
外
の
取
引 

米ドル 
 

926 
(12) 

－ 
 

50 
 

37 
 

合計 － － － 3 

  （注）時価の算定方法 

(1)為替予約取引 

先物為替相場によっております。 

(2)通貨オプション取引 

主たる取引銀行から提示された価格によっております。 

 

２．金利関連                              （単位：百万円） 

区分 種類 契約額等 うち１年超 時価 評価損益 

金利スワップ取引     

変動受取・固定支払 1,350 1,350 1,342 △  7 

固定受取・変動支払 124 － 269 35 

通貨スワップ取引 
 

    

市
場
取
引
以
外
の
取
引 

変動受取・固定支払 － － － － 

合計 － － － 28 

（注）時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

 

３．商品関連                              （単位：百万円） 

区分 種類 契約額等 うち１年超 時価 評価損益 

商品先物取引     
市場取引 

買建 88 － 87 △  0 

合計 － － － △  0 

（注）時価の算定方法 

取引所の相場によっております。 



平成１４年３月期平成１４年３月期平成１４年３月期平成１４年３月期 平成１４年５月１７日

上   場   会   社   名     味の 素株式会社 上場取引所 東 大 名 福 札

コ ード番号    ２８０２ 本社所在都道府県

　        （ＵＲＬ http://www.ajinomoto.co.jp/) 東京都

問合せ 先  責任者役職名 取締役財務部長

　　　　　　  氏　　        名　　　　吉岡　雍典 ＴＥＬ （０３）５２５０－８１６１
決算取締役会開催日 平成１４年５月１７日 中間配当制度の 有無     有

定時株主総会開催日 平成１４年６月２７日 単元株制度採用の 有無　有（１単元　1,000株）

１．１４年３月期の 業績（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨て ）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１４年３月期 632,158 1.5 14,175 6.2 26,936 △ 4.1
１３年３月期 622,927 1.4 13,347 △  26.0 28,085 1.6

  
１ 株 当 た  り

当期純利益

潜在株式調整
後１株当た り
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

１４年３月期 17,398 - 26.77 - 4.6 4.0 4.3
１３年３月期 △  11,145 - △  17.16 - △  3.0 4.3 4.5

(注)① 期中平均株式数 １４年３月期    649,947,682株     １３年３月期    649,692,702株

     ② 会計処理の 方法の 変更　　　 無

     ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益に お け る パーセ ント表示は 、対前期増減率

(2)配当状況
配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

１４年３月期 10.00 5.00 5.00 6,499 37.4 1.7
１３年３月期 10.00 5.00 5.00 6,497 △  58.3 1.7

(注)14年 3月期期末配当金の 内訳　　　記念配当 0円 00銭、特別配当 0円 00銭

(3)財政状態
       株主資本比率

百万円 百万円 ％ 円　　銭

１４年３月期 671,370 374,743 55.8 576.64
１３年３月期 683,722 375,936 55.0 578.38

(注)① 期末発行済株式数 １４年３月期    649,873,130株     １３年３月期    649,981,182株

     ② 期末自己株式数 １４年３月期         108,610株  

２．１５年３月期の 業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）
売上高 経常利益 当期純利益

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 320,000 12,000 9,000 5.00 － －
通　　期 650,000 30,000 19,000 － 5.00 10.00

（参考）１株当た り 予想当期純利益（通期）  29円 24銭

※上記の 予想は 本資料の 発表日現在に お け る 将来の 見通し、計画の も ととな る 前提、予測を含んで 記載して お り ます 。

　　　な お 、上記業績予想に 関す る 事項は 、添付資料の ９ページ を参照して 下さい 。

総  資  産

 １株当た り 年間配当金

　実際の業績は、今後様々な要因によって上記予想とは大きく異なる結果となる可能性があります。

個別財務諸表の 概要個別財務諸表の 概要個別財務諸表の 概要個別財務諸表の 概要

１株当た り 株主資本

１株当た り 年間配当金

経　常　利　益営　業　利　益売　　上　　高

当 期 純 利 益

株  主  資　本
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                                       貸 借 対 照 表 

 

                                                                              （百万円未満切捨て） 
    
          期  別 
 科  目 

 
１４年３月期 

 
（平成１４年３月３１日現在） 

 
１３年３月期 

 
（平成１３年３月３１日現在） 

 
  

増  減 

       

 （ 資 産 の 部 ）               

       

Ⅰ 流 動 資 産   ２１４,７０２  32.0%   ２１６,５１８   31.7%  △  １,８１６ 

 現 金 及 び 預 金    １６,３１７     ２１,９７３   △  ５,６５６ 

 受 取 手 形      ９,９５３     １０,３６６   △     ４１３ 

 売 掛 金    １１３,４４６    １０８,７３５      ４,７１１ 

 自 己 株 式          －              ４   △        ４ 

 商品、製品及び半製 品    ２７,９０１     ２７,８８７        １４ 

 仕 掛 品     ５,２８３      ５,１５３       １３０ 

 原 材 料 及 び 貯 蔵 品     ４,７３９      ７,０９７   △    ２,３５７ 

 前 払 費 用       ７８４      １,５０５   △      ７２０ 

 短 期 貸 付 金    １４,６６２     １０,５０８       ４,１５３ 

 未 収 入 金    １５,３７１     １６,１６３   △    ７９１ 

 繰 延 税 金 資 産     ４,６７７      ４,０７４       ６０３ 

 そ の 他     ３,４９０      ５,４１３   △   １,９２２ 

 貸 倒 引 当 金  △   １,９２６   △   ２,３６４        ４３８ 

Ⅱ 固 定 資 産             ４５６,６６７  68.0%   ４６７,２０３  68.3%  △  １０,５３６ 

１ ． 有 形 固 定 資 産   １１６,４６７  17.4%    １１８,５５２  17.3%  △  ２,０８５ 

 建 物 及 び 構 築 物   １０７,６１２    １０６,６７７        ９３５ 

 機械装置及び車両運搬具   １５３,５９８    １５１,３０１      ２,２９６ 

 工 具 器 具 備 品     ２８,５３０     ３０,１２８   △    １,５９８ 

 減 価 償 却 累 計 額 △２１３,８９２   △２０９,７２１   △    ４,１７１ 

 土 地    ３５,９２８     ３５,９１５        １３ 

 建 設 仮 勘 定     ４,６９０      ４,２５１       ４３９ 

２．無 形 固 定 資 産             ８,３９２   1.2%     ８,５９５   1.3%  △    ２０３ 

 借 地 権     ２,６２３      ２,６４１   △      １８ 

 ソ フ ト ウ ェ ア     ５,３１１      ５,７０８   △     ３９７ 

 そ の 他       ４５６        ２４４       ２１２ 

３．投資その他の資 産   ３３１,８０８  49.4%   ３４０,０５５  49.7%  △    ８,２４７ 

 投 資 有 価 証 券    ７０,２４６     ９２,０７９   △ ２１,８３２ 

 関 係 会 社 株 式   １９５,０１４    １９２,４６６      ２,５４８ 

 出 資 金       ３２９        ３４８   △     １９ 

 関 係 会 社 出 資 金    ３５,１９２     ３５,１５２        ４０ 

 長 期 貸 付 金        ２１２         １１１       １００ 

 長 期 前 払 費 用     １,４０３            ３５１      １,０５１ 

 繰 延 税 金 資 産    ２３,９３３     １４,３７１      ９,５６１ 

 そ の 他     ６,９４８      ５,６６５      １,２８３ 

 貸 倒 引 当 金 △  １,４７３   △     ４９１   △    ９８２ 

 資 産 合 計             ６７１,３７０ 100.0%   ６８３,７２２ 100.0%  △  １２,３５２ 
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                                                                              （百万円未満切捨て） 

    
           期  別 
 科  目 

 
１４年３月期 

 
（平成１４年３月３１日現在） 

 
１３年３月期 

 
(平成１３年３月３１日現在)            

 
 

増  減 

       

 （ 負 債 の 部 ）              

       

Ⅰ 流 動 負 債  １６０,９４２  24.0%  １７０,８３７  25.0%  △  ９,８９４ 

 支 払 手 形        －       ７２３   △    ７２３ 

 買 掛 金   ８７,０２９    ８５,２４１      １,７８８ 

 短 期 借 入 金    ４,８３９     ５,１７４   △    ３３４ 

 コマーシャルペーパー   １８,０００         －     １８,０００ 

 １年以内償還予定社債        －    １０,０００   △ １０,０００ 

 １年以内償還予定転換社債                  －    １８,３０３   △ １８,３０３ 

 未 払 金   １３,０８３    １５,１４７   △  ２,０６３ 

 未 払 費 用   ２７,３５２    ２７,５０５   △    １５３ 

 未 払 法 人 税 等    ６,５４４     ５,９１７        ６２６ 

 そ の 他    ４,０９２     ２,８２４      １,２６８ 

Ⅱ 固 定 負 債  １３５,６８３  20.2%  １３６,９４９  20.0%  △  １,２６５ 

 社 債   ６０,０００    ６０,０００        － 

 長 期 借 入 金      ８４９       ８４９        － 

 退 職 給 付 引 当 金   ５９,２０５    ５９,８９０   △     ６８５ 

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金    １,００４     １,２７７   △    ２７２ 

 預 り 保 証 金   １３,７３０    １４,０５１   △    ３２０ 

 債 務 保 証 損 失 引 当 金      ８３０           ８３０          － 

 そ の 他       ６２         ５０        １２ 

 負 債 合 計            ２９６,６２６  44.2%  ３０７,７８６  45.0%  △  １１,１６０ 

       

 （ 資 本 の 部 ）              

       

Ⅰ 資 本 金   ７９,８６３  11.9%   ７９,８６３  11.7%         ０ 

Ⅱ 資 本 準 備 金  １１１,５７９  16.6%  １１１,５７８  16.3%          ０ 

Ⅲ 利 益 準 備 金   １６,１１９   2.4%   １５,７７５   2.3%       ３４３ 

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金  １５７,９１２  23.5%  １４７,５４３  21.6%    １０,３６９ 

 任 意 積 立 金  １２６,８３０   １２５,１２１       １,７０９ 

 当 期 未 処 分 利 益   ３１,０８１    ２２,４２１      ８,６５９ 

Ⅴ その他有価証券評価差額金    ９,４０１   1.4%   ２１,１７５   3.1%  △ １１,７７３ 

Ⅵ 自 己 株 式  △   １３２  △0.0%        －    －  △    １３２ 

 資 本 合 計            ３７４,７４３  55.8%  ３７５,９３６  55.0%  △   １,１９２ 

 負 債 ・ 資 本 合 計            ６７１,３７０ 100.0%  ６８３,７２２ 100.0%  △ １２,３５２ 
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                                       損 益 計 算 書 
 

                                                                             （百万円未満切捨て） 
      

 期  別 
 
科  目 

  
１４年３月期 

 

自平成１３年４月１日 
至平成１４年３月３１日 

  
１３年３月期 

 

自平成１２年４月１日 
至平成１３年３月３１日 

 
 

増  減 

Ⅰ 売 上 高            ６３２,１５８ 100.0%  ６２２,９２７ 100.0%    ９,２３０ 

Ⅱ 売 上 原 価            ４９６,８３１   78.6%  ４７２,２０２   75.8%   ２４,６２８ 

 売 上 総 利 益            １３５,３２６   21.4%  １５０,７２５   24.2%  △ １５,３９８ 

Ⅲ 販売費及び一般管理費            １２１,１５１   19.2%  １３７,３７７   22.1%  △ １６,２２６ 

 営 業 利 益             １４,１７５    2.2%   １３,３４７    2.1%       ８２７ 

Ⅳ 営 業 外 収 益             １７,６０８    2.8%   １９,４３６    3.1%  △   １,８２７ 

 受 取 利 息                ４７８       ３５９       １１９ 

 受 取 配 当 金              ８,５６９    １１,６４２   △  ３,０７２ 

 そ の 他    ８,５６０     ７,４３４     １,１２５ 

Ⅴ 営 業 外 費 用              ４,８４６    0.7%    ４,６９７    0.7%    １４９ 

 支 払 利 息              ２,１４５     ２,２９８   △      １５２ 

 そ の 他    ２,７０１     ２,３９９       ３０１ 

 経 常 利 益             ２６,９３６    4.3%   ２８,０８５    4.5%  △  １,１４９ 

Ⅵ 特 別 利 益              ６,５６８    1.0%   １６,２６９    2.6%  △  ９,７０１ 

 過 年 度 損 益 修 正 益      ２９８         －        ２９８ 

 固 定 資 産 売 却 益              ２,０２５     ８,０６９   △  ６,０４４ 

 投資有価証券売却益                ４４１     ６,７２８   △   ６,２８６ 

 損 害 賠 償 金 受 入 額              ３,１７６         －     ３,１７６ 

 そ の 他                ６２６     １,４７１   △   ８４４ 

Ⅶ 特 別 損 失              ５,２０５    0.8%   ６９,７２６ 11.2%  △ ６４,５２０ 

 過 年 度 損 益 修 正 損        ４         －         ４ 

 固 定 資 産 売 却 損        ３             １２   △     ８ 

 固 定 資 産 除 却 損               ２,２２６     ２,１０９       １１６ 

 投資有価証券評価損      ２０６       ７７７   △   ５７１ 

 関 係 会 社 整 理 損                  ３    １２,９５７   △ １２,９５４ 

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額      １,１３４         －     １,１３４ 

 退職給付会計基準変更時差異                  －    ４８,９５５   △ ４８,９５５ 

 課 徴 金                  －    ２,６３６   △  ２,６３６ 

 罰 科 金      ７２８ 

 

       －       ７２８ 

 そ の 他                ８９９     ２,２７６   △  １,３７６ 

  税 引 前 当 期 純 損 失        －    －   ２５,３７０    4.1%  △ ２５,３７０ 

  税 引 前 当 期 純 利 益   ２８,２９９    4.5%        －     －   ２８,２９９ 

  法人税、住民税及び事業税   １２,５４０    2.0%   １０,２００    1.6%    ２,３４０ 

  法 人 税 等 調 整 額              △  １,６３９  △0.3%  △ ２４,４２４  △3.9%   ２２,７８５ 

  当 期 純 損 失        －    －   １１,１４５    1.8%  △ １１,１４５ 

  当 期 純 利 益   １７,３９８   2.8%        －    －   １７,３９８ 

  前 期 繰 越 利 益               １６,９３３    ３７,１３９   △ ２０,２０６ 

  中 間 配 当 額                ３,２４９     ３,２４７         ２ 

  中間配当に伴う利益準備金積立額                    －       ３２４   △   ３２４ 

  当 期 未 処 分 利 益   ３１,０８１    ２２,４２１     ８,６５９ 
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                                 利 益 処 分 案 

 

 

                                                                        （百万円未満切捨て） 

 

 

 

 

１４年３月期 

 

   １３年３月期 

 

増  減 

 

 

 

 

   ２２,４２１ 

 

        － 

        ２７ 

      １７７ 

         － 

 

 

 

 

 

 

 

   ３１,０８１ 

 

      ３６,０００ 

        ２９ 

      ３０８ 

     １,０８４ 

 

  

   ８,６５９ 

 

  ３６,０００ 

       １ 

     １３１ 

   １,０８４ 

 

    

  

当 期 未 処 分 利 益                

任 意 積 立 金 取 崩 額                

     株 式 消 却 積 立 金 取 崩 額 

   特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額              

     固定資産圧縮積立金取崩額              

    固定資産圧縮特別勘定積立金取崩額 

 

         

   

        計 

 

   ６８,５０５ 

 

   ２２,６２７  

 

  ４５,８７８ 

 

これを下記のとおり処分します。 

利 益 準 備 金                

利 益 配 当 金                

１株につき５円 

取 締 役 賞 与 金                

監 査 役 賞 与 金                

任 意 積 立 金                

   株 主 配 当 引 当 積 立 金              

   特 別 償 却 準 備 金              

   固 定 資 産 圧 縮 積 立 金              

   固定資産圧縮特別勘定積立金 

     別 途 積 立 金 

 

 

 

            － 

        ３,２４９ 

 

           １５６ 

             ３０ 

 

           ３００ 

              － 

        １,６２０ 

           ２１２  

      ３６,０００ 

 

 

          ３４３ 

        ３,２４９ 

 

           １５６ 

             ２９ 

 

           ３００ 

             １３ 

          ６５６ 

           ９４５  

               － 

 

 

 △   ３４３ 

 △     ０ 

 

       － 

       ０ 

 

          － 

△       １３ 

         ９６３ 

  △   ７３２ 

  ３６,０００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        計 

 

   ４１,５６８ 

 

     ５,６９４ 

 

  ３５,８７４ 

   

 

次 期 繰 越 利 益                                 

 

 

    ２６,９３６ 

 

 

    １６,９３３ 

 

 

  １０,００３ 

 

 

 

 

 

 

（注）平成１３年１２月１０日に、３,２４９百万円（１株につき５円）の中間配当を実施いたしました。 
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重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針    

  

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

 （１）子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法 

 （２）その他有価証券  

①時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法 

              （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移 

動平均法により算定）     

     ②時価のないもの…移動平均法による原価法  

 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 
   時価法 
 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   総平均法による低価法 
 

４．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成１０年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）の償却方 

法は定額法によっております。 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

          建物      ７～５０年 

          機械装置    ４～１５年 

 （２）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく 

定額法によっております。 

 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
   外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は 

損益として処理しております。 

 

６．引当金の計上基準 

 （１） 貸倒引当金 

           債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸   

     倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込 

     額を計上しております。   
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（２） 退職給付引当金   

      従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年 

     金資産の見込額に基づき計上しております。 

           過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 

     （１０年）による定額法により費用処理しております。 

      数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期 

     間以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額を、それぞれ翌 

         事業年度から費用処理することとしております。 

 （３） 役員退職慰労引当金 

        役員退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づく期末要支給額の全額を 

         計上しております。 

 （４） 債務保証損失引当金 

    債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態の実情を勘案し、必 

   要額を見積計上しております。 

 

７．リース取引の会計処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー 

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

８．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

    

 

追加情報追加情報追加情報追加情報    

    

 前期において資産の部に表示しておりました「自己株式」（前期末残高４百万円）は、財 

務諸表等規則の改正により当期末においては資本の部の末尾に表示しております。 
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注記事項注記事項注記事項注記事項    

 

１．偶発債務 

   保証債務残高          １７,５３０ 百万円 

   経営指導念書による残高      １,００８ 百万円 

 

２．輸出為替手形（信用状なし）割引残高   ８００百万円 

 

３．期末日満期手形の処理 

    期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。 

   なお、当期末日は、金融機関の休日であったため、期末日満期手形が以下の科目に含まれて 

おります。 

  

      受取手形  ２２０百万円 

 

４．研究開発費の総額 

   一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開発費    ２４,３０６百万円 

 

５．リース取引関係 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

係る注記 

 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

                  当 期        前 期 

                  機械装置      機械装置 

取得価額相当額           － 百万円      ８ 百万円 

減価償却累計額相当額        － 百万円      ２ 百万円  

期末残高相当額           － 百万円      ６ 百万円 

 

                車両運搬具     車両運搬具 

取得価額相当額         ２８９ 百万円    ５０４ 百万円 

減価償却累計額相当額      １１９ 百万円    ３４８ 百万円  

期末残高相当額         １７０ 百万円    １５５ 百万円 

 

               工具器具備品    工具器具備品 

取得価額相当額        ２,４５７ 百万円  ３,００５ 百万円 

減価償却累計額相当額     １,１３０ 百万円  １,６７４ 百万円  

期末残高相当額        １,３２７ 百万円  １,３３１ 百万円 

  

               合  計      合  計 

取得価額相当額        ２,７４７ 百万円  ３,５１８ 百万円 

減価償却累計額相当額     １,２４９ 百万円  ２,０２５ 百万円  

期末残高相当額        １,４９７ 百万円  １,４９３ 百万円 

  

     なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合 

が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。 
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（２）未経過リース料期末残高相当額 

 

当 期        前 期 

一年以内    ５９１ 百万円   ６２４ 百万円 

一 年 超    ９０５ 百万円   ８６８ 百万円  

合  計  １,４９７ 百万円  １,４９３ 百万円 

 

     なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。 

 

（３）支払リース料及び減価償却費相当額 

 

当 期             前 期 

支払リース料     ７１９ 百万円      ６６１ 百万円 

減価償却費相当額   ７１９ 百万円      ６６１ 百万円 

 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

    

 オペレーティング・リース取引に係る注記 

      

  未経過リース料 

当 期         前 期 

１年以内     １６ 百万円   ５５ 百万円 

１ 年 超      ６ 百万円   ３４ 百万円 

合  計     ２３ 百万円   ９０ 百万円 

 

６．有価証券関係 

 

当期末（平成１４年３月３１日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの           （単位：百万円） 

種類 貸借対照表計上額    時  価     差  額 

子会社株式       １,３０９       ３,３３１       ２,０２１ 

関連会社株式      １０,６１０      １１,０７１        ４６１ 

合計      １１,９１９      １４,４０３ ２,４８３ 

 

前期末（平成１３年３月３１日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの           （単位：百万円） 

種類  貸借対照表計上額    時  価     差  額 

子会社株式       １,３０９       ２,０３４        ７２５ 

関連会社株式      １０,６１０      １０,８３７        ２２６ 

合計      １１,９１９      １２,８７１        ９５２ 
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７．税効果会計 

１４年３月期の繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は以下の通りです。 

 

繰延税金資産 

        有価証券評価損否認           ５,７７６百万円 

        棚卸資産評価損否認            ９０３百万円 

        貸倒引当金損金算入限度超過額       ８６４百万円 

        減価償却資産等償却限度超過額      １,０５１百万円 

        賞与引当金損金算入限度超過額      １,６２５百万円 

        未払事業税等否認             ６３８百万円 

        期間費用否認              １,３５６百万円 

        退職給付引当金等損金算入限度超過額  ２４,９０１百万円 

        債務保証損失引当金否認          ３４８百万円 

        その他                 ２,７９６百万円 

繰延税金資産合計           ４０,２６３百万円 

         

繰延税金負債 

        その他有価証券評価差額金          △  ６,８０８百万円 

        特別償却準備金              △    ７８百万円 

        固定資産圧縮積立金             △ ４,６１１百万円 

        固定資産圧縮特別勘定積立金        △   １５３百万円 

繰延税金負債合計             △ １１,６５２百万円 

         

繰延税金資産の純額              ２８,６１１百万円 

                     

    １４年３月期において法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率に差異が  

    あります。当該差異の原因となった主要な項目別の内訳は以下の通りです。 

 

法定実効税率                 ４２.０％ 

    （調 整） 

     交際費等永久に損金に算入されない項目      ４.６％ 

     受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △５.６％ 

     法人税額の特別控除等            △２.０％ 

     その他                   △０.５％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率     ３８.５％ 

 

 

 

役員の異動役員の異動役員の異動役員の異動    

    

該当事項はありません。 
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